
１ 地域公共交通網形成計画の策定について

平成 26年 11 月の地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正により、地域にとって望まし

い公共交通のすがたを明確にするマスタープランとして、地域公共交通網形成計画が策定できるよう

になりました。本市では、交通に関するマスタープランとして「岡崎市総合交通政策」を市独自に策

定していますが、総合交通政策の公共交通に関する施策を推進するために地域公共交通の活性化再生

法に基づく地域公共交通網形成計画を策定することとし、本年度より検討を進めてきました。

２ 計画策定におけるまちづくり施策との連携

国では、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が公

共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構

造を見直し、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』の考えで行政と住民や民間事業者が一体

となりコンパクトなまちづくりを進めるため都市再生特別措置法を改正しています。

この法の改正に伴いコンパクトなまちづくりを進めるマスタープランとして「立地適正化計画」を

策定することができ、本市でも検討を進める予定です。地域公共交通網形成計画は、立地的成果計画

などの土地利用計画や、まちづくり計画と連携して作成する必要があります。

３ 岡崎の総合交通政策

高齢社会の進展や、中心市街地の衰退、マイカー社会の進行などの社会問題へ対応するため、自動

車に過度に依存した交通体系から、地域の交通事情を踏まえ、公共交通が便利で使いやすく、歩行者

や自転車が安全に安心して移動でき、自動車を加えたそれぞれの交通手段が連携した交通体系への転

換をめざして、交通施策について体系的に取りまとめた「岡崎市総合交通政策」を策定し、平成 25

年度を計画年次として取り組みを推進してまいりました。具体的には、主に鉄道及びバスによる公共

交通ネットワーク網の整備、交通結節点から郊外部や中山間地域へ伸びる地域内交通等の整備、バス

路線の維持確保、バス停のベンチ・上屋整備などバス利用環境の整備などを位置づけました。

同時に、岡崎市総合交通政策の施策のうち、公共交通の活性化及び再生に必要な施策を推進するた

めに「岡崎市地域公共交通総合連携計画」を策定し、国の支援を受けながら額田地域の乗合タクシー

の導入など地域内交通の整備や、交通事業者との連携によるバスロケーションシステムやバス停上屋

の整備などバス利用環境の改善施策など様々な取り組みを推進してきました。総合連携計画の計画年

度は平成 22年度でしたが、平成 22年度末に事業の進捗を評価し、未達成の事項を継続して対応する

ため、引き続き取り組みを進めております。

昨年度、総合交通政策や総合連携計画の事業を評価し、前総合政策の公共交通ネットワークの確

保・維持など基本的なコンセプトを継続するとともに、まちづくりや観光などとの連携を図るという

新しい視点も加えて今年度に「岡崎市総合交通政策」を改定し、現在も施策を推進しています。

岡崎市地域公共交通網形成計画の策定スケジュールの変更について 資料 1-1

地域公共交通活性化再生法の改正のポイント

①地方公共団体が中心

②まちづくりとの連携

③面的な公共交通ネットワークの再構築

↓

これを踏まえ地域公共交通網形成計画に新たに次の事項を追加

「コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携」

「地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築」



４ 岡崎市の新たなまちづくり

康生地区から東岡崎駅周辺地区にかけては、岡崎の魅力ある景観を醸し出す矢作川や乙川な

どの水辺空間を活用した新しいまちづくりとしてリバーフロント地区整備計画を推進していま

す。また、総合交通政策にも位置づけられた交通結節点である東岡崎駅の整備も進んでいます。

ＪＲ岡崎駅周辺地区においては、土地区画整理事業による都市開発が進んでおり将来的な定

住人口の増加が想定されるとともに、大学病院の建設なども予定されており、新たな拠点エリ

アになる都市機能の整備が進んできます。

リバーフロント地区整備計画

５ 地域公共交通網形成計画のスケジュール見直しについて

本市では、平成 20年度に岡崎市総合交通政策を策定し、鉄道駅型及びバス停型交通結節点

を結んだバス基幹軸と、交通結節点と地域を結ぶ地域内交通の整備により公共交通ネットワ

ークの整備を進めてきました。これは、コンパクトシティ・プラス・ネットワークが目指す

公共交通整備の方向性と整合していると考えています。

今後、リバーフロント地区整備計画をはじめとする魅力ある新たなまちづくりや都市開発

の進展による新たな公共交通需要へ対応するとともに、人口減少社会を想定した長期的な視

点で検討を進める「立地適正化計画」の土地利用計画とも整合を図る必要があります。

市民にとっては今まで以上に使いやすく持続可能な公共交通ネットワーク計画となるように、現在

の公共交通ネットワークの考え方をベースにしつつ、まちづくりや立地適性化計画などの新たな要素

を加えて協議をするため、「公共交通網形成計画」の策定年度を、平成27年度以降へと見直します。

６ 協議・策定等スケジュールの変更

6/17

11/20

第１回交通政策会議

形成計画の認定

9/23

Ｈ26

・目標、主要施策、効果、

評価指標等の提示

・事業項目、実施主体等の提案

・事業項目、実施主体等の協議

・事業内容、評価方法の提示等

・事業内容、評価方法の協議

・スケジュールの提示等

・形成計画策定

・協働推進事業計画策定

協働推進事業 補助金交付申請

10 月

第２回交通政策会議

10 月下旬 第３回交通政策会議

1 月下旬 第４回交通政策会議

協働推進事業 補助金交付決定

※地域協働推進事業補助は２カ年度

※地域間幹線等に対する支援の拡大は３カ年度

4 月

H27

4 月

岡崎市総合交通政策の改定・公表

変 更 後当 初

第３回交通政策会議

・スケジュールの変更の提示

H27

将来都市構造と都市交通体系の連携

立地適性化計画と連携して作成

地域公共交通網形成計画策定の協議

新たな補助制度へ

改正地域公共交通活性化再生法施行

地域公共交通の活性化及び再生の促進

に関する基本方針の改正→都市計画と

の調和…立地適性化計画と連携を図る

H26

改正地域公共交通活性化再生法公布

公共交通網形成計画の記載事項等→

法施行までに作成する基本方針で定める

H26

5/21

1/23

立地適性化計画との整合

・拠点エリアの配置

・バスＮＷの改編

・交通事業者との調整

まちづくりとの連携

・バスＮＷの改編

・利用環境の整備

・利用促進事業


